



　日本航空は 1983 年から 1987 年まで国際輸送量
（有償トンキロ注）で世界 1 位を占め、その後は順






償トン）で 1995 年まで世界 1 位の座を占め続け、





































































トンキロ）において、2013 年実績で 8 位に沈み、













業研究所が 2013年 6月と 7月に開催された講演会



































































































































































を 30 年から 40 年間運営する権利を民間事業者に
売却して、巨大な債務返済に充てる考えだ。一方、
経営権を得た民間事業者には、関空の 24時間運用
空港というメリットを最大限に活かし、利用者（航
空会社）ニーズを反映した料金の設定や設備投資
を行って新しい航空会社を惹き付け、非航空収入
においても積極的に増収を狙ってもらう。
　コンセッション方式と呼ばれるこの方式は「官
から民へ」という世界的な流れのひとつである。
1980 年代の欧州や豪州に始まった空港民営化のト
レンドが、30 数年の時空を経て、いよいよ日本に
「上陸」することに感慨を禁じ得ない。
　上下水道や道路など国や地方自治体が行う公共
インフラ事業は、基本的に赤字だ。空港の場合も
例外ではない。乗降客の飲食・土産物も扱う空港
ターミナルビル施設を除けば、滑走路などの空港
基本施設は、羽田、成田や関空などごく一部の「混
雑空港」以外は大半が赤字運営である。このこと
をもってして、国や地方の役人が運営するから赤
字に陥るのであって、民間事業者がやれば黒字に
転換できる、という主張がある。民は効率的だが、
公は非効率でムダが多いという考え方だ。
　本当にそうなのだろうか。
　そもそも、空港は赤字が許されない公共事業な
のであろうか。
　赤字を出し続ける公共事業の運営に、民間事業
者が参画すれば、地方経済を活性化させうるのか。
　関西学院大学産業研究所「産研レクチャー・シ
リーズ」の航空・空港 3 部作の頁を何度も繰り返
し読みながら、何作目かに筆者のこの素朴な疑問
に応える講話を収録して欲しいと思う。関西で航
空と空港に新たな改革への道が模索されているこ
とに勇気づけられながら、次のシリーズを心待ち
にしている。
